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公務員連絡会が総務大臣と最終交渉

「地方公務員の新たな労使関係制度は早期法案提出に向け努力」（総務大臣）
臨時・非常勤職員の任用に当たっては、民間労働法制の動向を十分に念頭に置くことも必要

公務員連絡会の棚村議長ほか委員長クラス交渉委員は、3月28日13時から川端総務大臣と2012春季段階の最終交渉を行いました。
　総務大臣からの回答は、総じて基本姿勢を示すに止まったと言わざるを得ないものでしたが、公務をめぐり極めて厳しい情勢が続く中、総務大臣が国家公務員の人事行政に責任をもつ立場にあることを明確にしたことや、非常勤職員の処遇改善の検討などについて一歩踏み込んだ回答をしたことは、重い意味を持つものです。交渉経過は次の通りです。
（2012年度の賃金改善について）
　地方財政計画における給与関係経費については、その所要額を適切に計上し、地方公務員の人件費の確保を行ってまいりたい。
　地方公務員の給与等については、労使間の交渉や議会における審議等を経て、それぞれの地方公共団体において条例で定められるものである。
　総務省としては、地方公務員法の趣旨を踏まえつつ、地方公共団体に対する国民・住民の理解と信頼を得ることが重要であるという観点に立って、必要な助言を行ってまいりたい。
（臨時・非常勤職員等の雇用安定・労働条件改善）
　臨時・非常勤職員は、任期を限って臨時的・補助的業務に任用されるもので、本格的な業務に従事する場合には、手当の支給が可能な任期付短時間勤務職員制度を活用することが可能である。
　パート労働法については、公務員は適用が除外されているが、臨時・非常勤職員の任用に当たっては、民間労働法制の動向を十分に念頭に置くことも必要である。
　労働基準法等の遵守、社会保険の適用などは各地方公共団体が責任を持って対応していくべきものである。総務省としても、各地方公共団体に対して必要な助言等を行ってまいりたい。
（新たな高齢雇用施策の充実について）
　国家公務員の雇用と年金の接続方策については、先日、方針が決定したところである。
　地方公務員についても、雇用と年金の接続に向けて、この国家公務員の基本方針を踏まえつつ、地方の実情にも留意し、皆様方を含め、地方自治体関係者のご意見を十分伺った上で、早期に検討してまいりたい。
（労働基本権確立を含む地方公務員制度改革）
　地方公務員については、国家公務員に係る措置を踏まえ新たな労使関係制度を設けることとしている。
　先週には、「地方公務員の新たな労使関係制度に関する考え方について」をお示ししたところであり、党とも連携しつつ、皆様方を含め、地方自治体関係者のご意見も伺いながら、早期の法案提出に向けて、できる限り早い時期に制度改革の内容の取りまとめを行ってまいりたい。
2012年4月1日付け神奈川県新採用者数

	区分
	知事
	企業
	教育
	他
	合計

	公募Ⅰ種
	164

（105）
	17

（10）
	16

（6）
	3

（1）
	200

（122）

	公募Ⅲ種
	11

（10）
	10

（3）
	7

（4）
	0

（0）
	28

（17）

	免許資格職
	26

（30）
	0

（0）
	0

（0）
	0

（0）
	26

（30）

	看護職員
	2

（6）
	0

（0）
	0

（0）
	0

（0）
	2

（6）

	身障者選考
	1

（2）
	0

（0）
	3

（4）
	0

（0）
	4

（6）

	経験者採用
	14

（8）
	4

（7）
	0

（0）
	0

（0）
	18

（15）

	その他
	32

（32）
	0

（0）
	2

（2）
	0

（0）
	34

（34）

	合　計
	250

（193）
	31

（20）
	28

（16）
	3

（1）
	312

（230）


（　）内は、2011年4月1日付け採用者数


　政府の国家公務員制度改革推進本部及び行政改革実行本部は、3月23日、「国家公務員の雇用と年金の接続に関する基本方針」を決定した。
その内容は、①国家公務員の雇用と年金の接続方法について、定年退職する職員がフルタイム再任用を希望する場合、常勤官職に採用すること、②一定の時期に、人事院の意見の申出を踏まえつつ、雇用と年金の接続の在り方について改めて検討を行うこと、③給与の在り方は別途検討すること、などであり、この方針に基づき、具体的な制度改正案を検討するとしている。
　公務労協は26日、この決定を受けて、国家公務員制度改革推進本部事務局と交渉を行った。公務労協からは、大塚・花村・藤川の各副事務局長をはじめ各構成組織担当役員が出席し、公務員事務局からは笹島審議官、村山参事官が対応した。　　

公務労協側は、「制度改正案、国家公務員法などの検討スケジュールを明らかにしてもらいたい。」と質した。
　これに対し、笹島審議官は、「平成25年度に60歳を迎える人から年金の空白期間が生じるわけで、民間の高年法の施行も平成24年４月と思うが、基本方針に基づく法改正というのは平成25年４月には施行されていないといけないと考えており、年内の臨時国会までに関係法案を出したいと考えている。23日、推進本部で、総務大臣から「地方公務員についても雇用と年金の接続に向けて、この国家公務員の基本方針を踏まえつつ、地方の実情にも留意し、地方自治体関係者のご意見を十分伺った上で、早期に検討してまいります」との発言があったところであり、公務員部とも十分な連携をとりながら進めていきたい」と答えた。
　続いて、公務労協側は以下のとおり質した。
(1)民間企業の現状と高年法改正法案の内容を踏まえ、希望する場合にフルタイムの再任用を義務化するとしているが、定年延長がダメであって、再任用の義務化が適当と判断した理由について、どこがどう違っていて、定年延長のどの部分が難しいのか、他方再任用の義務化のどの部分が定年延長と比べて適当なのか、具体的に説明してもらいたい。
(2)再任用の義務化をどのように担保するつもりか。定数に空きがなければ再任用できないのではないか。地方は定員も限られているので、ポストを回しようがない。実効性があるのかきちんと説明してほしい。 

①民間では年金２階部分が支給されている者の継続雇用については、基準制度を残すとしているが、公務の場合、２つの再任用について、どのようにして合理的に仕分けていく考えか。国公法では、第81条の４で常勤官職に、81条の５で短時間官職に再任用できるとしているが、今回設けられるフルタイム再任用の義務づけ、短時間再任用をどのように規定するつもりか。
②現在の再任用制度では、定年前５年以内に退職した者について再任用できることとしているが、今回の義務付けではどうするのか。
③行（二）労務職員等特例定年が適用されている職員はどうしていくのか。特例定年は維持されるべきと考えるがどうか。
④勤務延長制度との関係はどう整理していくのか。

(3)ただし書きで、係員等の標準職務遂行能力と適性がない場合、再任用する義務がないとわざわざ書いているが、退職の時点においても、当然に能力と適性に基づいた人事配置が行われているはずであり、どのような場合が当てはまるのか。
(4)従前の勤務実績等に基づき、標準職務遂行能力及び適性を有すると認められる官職に任命するということで、補佐級でやめた人について補佐級に再任用されることも、係長級に再任用される場合があり得るとの例示があるが、補佐級の能力と適性がある職員は本人が下位の官職を希望しない限り、基本的には補佐級の官職に再任用されるということか。
(5)「再任用制度の下、意欲と能力のある人材を本格的な職務で最大限活用できるよう、再任用職員が担う職務の在り方等について検討する」とあるが、「本格的な職務」とは少なくとも定年時の職務だと思うし、場合によってはさらに昇任、昇格することもあり得るということか。「職務の在り方等」について、具体的にどのようなことを検討するつもりか。
(6)短時間再任用の活用は、どのような環境に整備するのか。短時間勤務の場合、現行制度では共済組合員とならないが、適用する方向で検討すべきだと考えるが、検討状況はどうか。
(7)能力・実績に基づく人事管理の徹底等では、「意欲と能力のある人材の最大限の活用」ということが指摘されているが、それを実現する官職・定数を用意しなければならない。意向聴取や支援措置の予算もきちんとしていただきたいし、複線型人事管理もかけ声だけでなく進めるべき。人事交流機会の拡大も指摘されているが、天下り規制の下で民間への出向は限られているのが実態だ。どのようにして民間への人事交流を増やすつもりか。
(8)民間企業で継続雇用しない場合には、使用者に再就職支援を義務づけており、公務の場合、あっせん禁止、求職活動の制限があり、民間への再就職を実現することが難しい。民間会社を活用するというのであれば、再就職に必ず結びつくよう、予算の確保を含めて具体的な議論、検討をお願いしたい。
(9)３年に一度60歳を超える職員が公務部内に止まることは、これまでの定員管理の在り方では対応が困難。「必要な措置を講じる」とのことだが、どのようなことを考えているのか。
(10)給与については、総人件費改革の観点が入っており給与の水準を下げようとしているのは問題だ。いずれにしても、これから検討していくとのことであり、われわれとしては不満であるが、少なくとも意見の申出の水準を最低ラインとして、今後、十分に議論させてもらいたい。

これらを受けて、笹島審議官らは次の通り回答した。

(1)雇用と年金の接続が最も重要な課題であると考えており、定年延長がダメだという議論ではない。民間では現時点で多くの企業が継続雇用で対応していること、あるいは法定定年年齢の引上げについては審議会の建議で中長期的な課題とされていること、民間法案の内容は継続雇用対象者を限定するしくみを廃止することとしていること、また有識者の意見交換会における意見も勘案したうえで判断した。人事院が定年延長でめざしたものを再任用でめざすということだ。
(2)基本的には、定年退職される方が常勤官職を希望されれば、どこかのポストに付けることを義務付けるということなので、どこかの官職に空きがあるという制度設計と考えている。 

①現行の再任用と義務付けの再任用の同時併存については、給与や任用などの基本的な在り方は、現在の再任用制度をベースにこれから議論を深めていきたいと考えている。
②定年前退職者については、現行制度で対応していく。
③行（二）などの特例定年は、存置する方向で考えている。
④勤務延長は、現在でも再任用制度とは切り分けて考えられているので、今後もその考え方は変わらない。

(3)任用関係が継続していれば、係員級の職務遂行能力を達成できないということであれば、現行の分限等の対象となるという考え方であり、再任用の場合には一旦任用関係が終了するので、その趣旨を明確化したものだ。
(4)能力、適性等に応じてとしたのは、任命権者の裁量やポストの制約もあって、個別の人事となるからだ。それが恣意にわたるものであれば、説明責任が問われることになるので、合理的な範囲内で任命権者が決めていくことになる。
(5)再任用制度の下で昇任は否定はされていない。本格的な職務で活用ということについて言えば、フルタイムを希望する人はフルタイムが基本。専門スタッフ職的な働き方の活用も含めて、今後の検討課題と考えている。
(6)短時間再任用を活用する環境については、短時間で責任あるポストの創設の要請が増えていることからそうした議論を進めていく。共済の件については、政府全体で意見交換の場を設けるので、その過程で皆さんとも協議していきたい。
(7)人材の活用については、公益法人等も含めて人事交流機関を広げていくことも検討している。併せて、ＮＰＯ法人へも人材派遣をすすめることなども議論を進めていく。
(8)定員管理の問題については、平準化を図っていく必要があり、今後シミュレーションを行っていきたい。
(9）給与については、60歳の給与に対して○掛けということに留まらず、賃金カーブの見直しも必要と考えている。具体的には行革実行本部で検討していくことになるのではないか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上











































雇用と年金の接続問題で公務員事務局と交渉


～公務労協／3月26日

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































